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1 ．は じ め に

会計と税務はいずれも，「企業がいくらもうかったか」という計算を行う．企業のもうけのこと

を，会計では会計利益，税務では課税所得と表現するが，会計利益と課税所得は一致しない．「会

計における企業状態」「税務における企業状態」というように，会計と税務で「企業状態」が異な

るわけではなく，「企業状態」は 1 つである1）．それにもかかわらず，会計利益と課税所得ではな

ぜ違いが生じるのであろうか．それは「企業状態を測定するための座標系が，会計と税務で異なっ

ているからである」と本稿では理解する．

本稿では「会計の座標系」と「税務の座標系」という 2 つの座標系を想定する．「企業状態」を

質点2）の動きとしてとらえ，会計利益を「会計の座標系」における企業状態の表現であると理解す

る．また，課税所得を「税務の座標系」における企業状態の表現であると理解する．このように理

解したうえで，「税務の座標系」の特徴を探ることにする．その際，「税務の座標系は，会計の座標

系がどのように変化したものなのか」ということを議論の中心にすえる．

本稿では座標系という点に着目して，会計と税務の関係を考察するが，それは力学的アプローチ

にもとづく会計研究であるといえる3）．会計事象は固定的ではなく，時間が経過することにより変

1 ）　本稿では，経営者の意図的な裁量が特に加わらない場合での企業の様子を「企業状態」という言葉で
表現する．なお，これは一時的・静的な企業の様子ではなく，通時的・動的な企業の様子である．

2 ）　質点は大きさをもたない．大きさをもつ剛体にすると「それ自体の回転」という別の問題が生じてし
まう．

3 ）　力学は，物体（質点・剛体等）の動きについて，ニュートンによる運動 3 法則（慣性の法則・運動の
法則・作用反作用の法則）にもとづき，運動方程式を用いて考察するという，物理学の一分野である．
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化しうる．このような時間的変化の分析については，言葉による説明だけではどうしても曖昧に

なってしまう．企業会計の力学的考察では，ある経済主体の状況を「位置」として把握し，その位

置を時間の関数ととらえることで，より明確な分析が可能となる4）．

本稿のあらましは次のとおりである． 2 では，本稿の考察で採用する特徴的な点について整理す

る． 3 では，会計の座標系と税務の座標系を導く際の考え方を整理する． 4 では，税務の座標系は

会計の座標系がどのように変化したものなのか，という点について考察する．

2 ．考察上の特徴

本稿での考察において採用する特徴的な点を，ここで整理しておく．

2.1　座標系と座標変換

座標系とは質点の位置を表現する数字の組である5）．座標系は静止座標系と移動座標系に分類で

きるが，そのことを例でみておこう．図 1 における「x 軸と y 軸からなる直交座標系」を静止座標

4 ）　ただし，本稿では数式によるモデル化までは行っていない．
5 ）　前野（2013）14頁．
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図 1　座 標 変 換

（本稿の図はすべて筆者作成）
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6 ）　青本他編集（2005）228頁．
7 ）　座標変換には「移動座標系から移動座標系への変換」「移動座標系から静止座標系への変換」というパ

ターンも考えられる．ただし， 4 の冒頭で述べるように，本稿では会計の座標系を静止座標系とみなす
ので，これらのパターンは考慮しない．

系としてとらえ，そこで「x＝2　y＝2」と示される静止点 A を考える．

・「x 軸と y 軸を反時計回りに45度だけ回転させた x�軸と y�軸からなる直交座標系」を想定す

る．これは静止座標系である．そこでは静止点 A は「x�＝2  2 y�＝0」と示される静止点に

なる．

・「x 軸と y 軸が反時計回りに回転し続ける直交座標系」を想定する．これは移動座標系であ

る．そこでは静止点 A は「x2+y2＝8」という円周上を時計回りに動くことになる．

さて，ある点を異なる座標で表すときに両者の 1 対 1 の関係を与える規則を座標変換という6）．

座標変換のパターンとして，本稿では「静止座標系から静止座標系への変換」と「静止座標系から

移動座標系への変換」をとりあげる7）．図 1 の例からもわかるように，静止座標系において静止し

ていた点は，「静止座標系から静止座標系への変換」を行うと，変換後の測定値は時刻に依存しな

い．しかし，「静止座標系から移動座標系への変換」を行うと，変換後の測定値は時刻に依存する．

2.2　会計と税務の関係

図 2 は会計と税務の関係を示している．図 2 の①は，「企業状態」を会計の座標系において「会

計利益」として記述する行為である．また②は，「企業状態」を税務の座標系において「課税所得」

①

②

③企業状態

会計利益

（会計の座標系での表現）

課税所得

（税務の座標系での表現）

図 2　会計と税務の関係
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として記述する行為である．

さて，会計利益は「収益－費用」，課税所得は「益金－損金」として算定される．収益と益金は

企業のもうけの増加要因，費用と損金は企業のもうけの減少要因というように，基本的には同じ概

念であり，それらの差額である会計利益と課税所得も，基本的に同じ概念である．しかし，会計利

益と課税所得は現実には一致しない．会計利益と課税所得の相違は，（ア）収益であるが益金でな

い，（イ）収益でないが益金である，（ウ）費用であるが損金でない，（エ）費用でないが損金であ

る，という 4 項目に分類できる．

ここで，もし会計利益と課税所得が別個独立に算定されるのであれば，企業は図 2 の①と②をと

もに行うと考えて良い．しかし，実際はそうではない．課税所得はそれ独自で算定されるのではな

く，会計利益を基礎として，そこに調整を行って誘導的に算定される．課税所得は「会計利益＋

（イ）＋（ウ）－（ア）－（エ）」という式で算定され，その内容は法人税申告書の別表 4 に記載される．

したがって，図 2 において，②は理論的には考えられるものの，実際には行われない．企業は①を

行ったうえで，③を行うのである．③は「会計利益」から「課税所得」への変換を意味する．本稿

の文脈に即していうと，③では「会計の座標系」を「税務の座標系」に座標変換しているのであ

る．

3 ．座標系導出の考え方

「会計の座標系」と「税務の座標系」の導出に際して，本稿ではどのような考え方をとっている

か，ここで整理しておく．

3.1　会計の座標系

三次元空間に直交座標である x 軸，y 軸，z 軸を設けたうえで，z＝f（x, y）という曲面を描く．

それが図 3 に示されている．そこに「xy 平面に平行な平面」8）を追加することで，曲面 z＝f（x, y）

と追加平面による交線としての等高線を描くことができる．それが図 4 である．ここで，図 3 にお

ける z＝f（x, y）は「企業状態」を示すものであり，そこから導出される図 4 の曲線座標系は「会計

の座標系」を示していると考える．

二次元平面である図 4 には「x 軸と y 軸からなる直交座標系」および「等高線としての曲線座標

系」が描かれている．図 4 における「x 軸と y 軸からなる直交座標系」は，「企業による会計数値

の操作の大きさ」を測定するための座標系である．まず，会計数値の操作を「会計的裁量行動」と

「実体的裁量行動」に分ける．会計的裁量行動とは企業の実際の行動は変更せずに，会計数値だけ

8 ）　この平面を式で表現すると「z＝定数，x と y は任意」になる．
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を操作することである．会計的裁量行動の例として，引当金を当初の予定額より少なく計上すると

いうことがある．一方，実体的裁量行動とは企業の実際の行動を変更することによって，会計数値

を変化させることである．実体的裁量行動の例として，当期に予定していた研究開発を次期以降に

延期するということがある．

次に，図 4 における「等高線としての曲線座標系」は，純資産額を測定するための「会計の座標

実体的裁量（ｘ軸）

会
計
的
裁
量
（
ｙ
軸
）

図 4　純資産額についての「等高線」

実体的裁量（ｘ軸）

純
資
産
額
（
ｚ
軸
）

会計
的裁
量

（y
軸）

図 3　「企業状態」と純資産額
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系」である．図 4 には右下がりの曲線が複数描かれており，右上のものほど大きな純資産額を示し

ている9）．

さて，質点が静止している場合，質点に対して力が働かなければ，質点はそのまま静止し続け

る．質点に対して力が働くと，質点は力の方向に加速し，質点の位置は変化する．図 4 において，

企業が実体的裁量を行使することで質点が x 軸の右方向に移動すると，純資産額は増大する．ま

た，企業が会計的裁量を行使することで質点が y 軸の上方に移動しても，純資産額は増大する．

3.2　税務の座標系

3.1でみたように，図 3 の曲面 z＝f（x, y）に対して「xy 平面に平行な平面」を追加することで，

図 4 の曲線座標系が導かれ，それが「会計の座標系」であった．ここで，曲面 z＝f（x, y）に対して

「xy 平面に平行でない平面」を追加すると，図 4 の「会計の座標系」に相当する曲線座標系の形状

は変化する．また，曲面 z＝f（x, y）に対して「平面」ではなく「（何らかの）曲面」を追加して

も，「会計の座標系」に相当する曲線座標系の形状は変化する．このように，元の曲面 z＝f（x, y）

が同じであっても，「そこに追加する平面または曲面」が変われば，両者の交線として導出される

曲線座標系の形状は変わってしまう．

本稿では，「会計の座標系」の形状が変化したものが「税務の座標系」であると理解する．会計

と税務で「それぞれ別個の企業状態」が存在するわけではない．企業状態は単一であり，図 3 の曲

面 z＝f（x, y）がそれに該当する．しかし，会計と税務ではその切り口が異なっていることから，

「会計の座標系」と「税務の座標系」は異なったものになる．その結果，会計利益と課税所得は異

なった数値をとることになる．

4 ．「税務の座標系」の特徴

会計基準と税法規定はいずれも，現実にはしばしば改訂されている．それゆえ，静止座標系と移

動座標系という区分に照らしてみると，「会計の座標系」と「税務の座標系」は本来，いずれも移

動座標系であるといえる．ただし，以下の議論では，観察者は会計の立場に置かれているものと考

える．そして「会計の座標系は静止座標系である」とみなし，会計の座標系から税務の座標系を眺

めるという方法を採用する．

さて，会計と税務を比較した場合，税務には次のような特徴がある．第 1 に，制度的な側面とし

9 ）　経済学において，インプットが 2 個，アウトプットが 1 個の場合，等量曲線は通常，原点に対して凸
になっている．実体的裁量行動と会計的裁量行動の 2 つをインプットととらえた場合，図 4 の曲線座標
系は等量曲線であると理解できる．
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て，課税所得は会計利益よりも早めに計上される傾向がある10）, 11）．第 2 に，課税所得の算定は会

計利益の算定と比べて画一的であり，課税所得の算定においては経営者の恣意性が排除される傾向

がある．以下では，このような「税務の特徴」と関連させるかたちで，「税務の座標系」の特徴を

探ることにする．その際，「税務の座標系は，会計の座標系がどのように変化したものなのか」と

いう視点を導入し，次の 3 つの可能性を検討する．

・税務の座標系は，会計の座標系の間隔が変化したものである．

・税務の座標系は，会計の座標系の傾きが変化したものである．

・税務の座標系は，会計の座標系が回転したものである．

4.1　座標系の間隔の変化

図 5 は図 4 の内容を整理し直したものである．図 5 には右下がりの曲線が複数，描かれている．

この曲線群は，右上のものほど大きな純資産額を示しており，原点 O を通る曲線は純資産が 0 ，

10）　すべてがこのようになるわけではない．例えば，特別償却が行われる場合，課税所得は会計利益より
も遅く計上される．

11）　ここで示したのは制度的な議論であり，企業の行動原理ではない．企業の行動原理としては，「会計利
益は早く計上したいが，課税所得は遅く計上したい」という状況が生じやすいと考えられる．

OO

－1－1

－2－2
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22

33

会計的裁量

実体的裁量

図 5　座標系の間隔が小さい
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そこから右上にむけて純資産が 1 ， 2 ， 3 となっている．逆に左下にむけて，純資産が－ 1 ，－ 2

である曲線が描かれている．これらの曲線群が「会計の座標系」である．それを用いて，「純資産

額の変動」である「利益額」を測定することができる．

図 5 と図 6 では曲線座標系の間隔が異なっており，図 6 の方が間隔は大きい．ここでは図 5 が会

計の座標系，図 6 が税務の座標系であると考えてみよう．曲線座標系の間隔は，企業の裁量行動に

関する数値の反応と結びつく．間隔が広いほど，裁量行動に対する数値の反応は鈍くなる．ここで

いう反応の鈍さとは，会計的裁量行動12）と実体的裁量行動のいずれか一方に限定されるものではな

く，両方に関するものである．というのは，図 6 は図 5 と比べると，質点を右向きに動かす場合で

あっても，上向きに動かす場合であっても，「純資産額の変動」としての「利益額」は小さくなる

からである．

では，「税務の座標系は，会計の座標系の間隔が拡大あるいは縮小したものである」という設定

は，そもそも妥当であろうか．裁量行動の変化について数値変化が鈍くなることは，企業による金

額の操作が困難になることを意味する．ただ，実体的裁量についての数値反応が，会計と税務の間

で異なるとは考えにくい．例えば，当期に予定していた研究開発を次期に延期した場合，会計利益

と課税所得のいずれも，研究開発を延期した分だけ大きくなる．課税所得の変化が会計利益の変化

図 6　座標系の間隔が大きい
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12）　企業行動の変化を伴わない場合，税務上の操作であっても「会計的裁量」という言葉を使用している．
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より小さいということはなく，その逆もない．このように考えると，会計と税務の相違を座標系の

間隔で説明することは，少し無理があるように思われる．

4.2　座標系の傾きの変化

図 7 と図 8 では曲線座標系の傾きが異なっており，図 8 の方が傾きは大きい．ここでは図 7 が会

計の座標系，図 8 が税務の座標系であると考えてみよう．曲線座標系の傾きは，「実体的裁量のコ

スト」と「会計的裁量のコスト」の相対的な大きさと結びつく．座標系の傾きが大きいほど，会計

的裁量のコストが相対的に大きいことを意味する．というのは，座標系の傾きが大きくなると，質

点を上向きに動かす場合の「純資産額の変動」の効果が右向きに動かす場合と比べて，相対的に低

下するからである．

では，「税務の座標系は会計の座標系の傾きが変化したものである」という設定は，そもそも妥

当であろうか．税務における課税所得の操作は，実体的裁量による場合は4.1でみたように，会計

における会計利益の操作と特に変わるところはない．しかし，税務は計算の画一性が高く，経営者

の恣意性が介入する余地は小さい．会計的裁量については，会計利益の操作は比較的容易であるの

に対し，課税所得の操作は困難であるという，制度的な特徴がある．その代表的な例として引当金

をあげることができる．税務上の引当金は平成10年度の税制改正以降，縮減される方向での改正が

複数回にわたって行われ，現在では税務上の引当金はほぼ消滅している．よって，税務上の引当金
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図 7　座標系の傾きが小さい
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を用いた課税所得の操作という点で，経営者の裁量が入る余地はほとんどない．しかし，会計上の

引当金は平成10年以降，退職給付会計の基準整備などにより，むしろ広がっているといえる．よっ

て，会計上の引当金を用いた会計利益の操作という点では，経営者の裁量が介入する余地が残され

ている．このように考えると，税務は会計と比べて，会計的裁量の相対的コストが大きいといえ

る．会計的裁量行動と実体的裁量行動の間の相対的な効果の大きさが，会計と税務で異なると考え

るのは自然なことである．したがって，会計と税務の相違については，座標系の傾きで説明できる

可能性がある．

4.3　座標系の回転

ここでは4.1および4.2とはがらりと発想を変え，「会計の座標系」を反時計回りに回転させ続け

たものが「税務の座標系」であると考えてみる． 4 の冒頭で述べたように，「会計の座標系」は静

止座標系であると想定している．よって，「税務の座標系」が回転しているのであれば，会計から
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図 8　座標系の傾きが大きい
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税務への調整は，静止座標系から移動座標系への座標変換に該当する13）．

まず，税務の座標系はなぜ移動していると考えるのか．この問いについては，会計と税務の関係

は時間を通じて固定しているのではなく，変化しているからであるという回答が可能である．その

1 つの例として，会計利益と課税所得の大きさを比較すると，「会計利益＜課税所得」になるときも

あれば「会計利益＞課税所得」になるときもある，という点をあげておく．次に，税務の座標系は

なぜ回転していると考えるのか．この問いについては，天下り的な説明になってしまうが，以下で

示すように，税務の特徴を「コリオリ力」を用いて説明することが便利であるからだと述べておく．

移動座標系のうちの回転座標系のもとでは，見かけの力としてのコリオリ力が生じる．図 9 と図

10を用いて，コリオリ力14）を簡単に説明しよう．反時計回りに動いているメリーゴーラウンドに

A が乗っており，中心 O から A に向けて物体が投げられたとする．メリーゴーラウンドの外側で

静止している人からすると，図 9 が示すように，A は回転しているように見えるが，物体は直線的

な動きをしているように見える．しかしメリーゴーラウンドに乗って回転している A 自身からす

ると，物体は自分の方にまっすぐ来るのではなく，図10のように，左の方に曲がって見える15）．A

13）　図 4 において，z＝f（x, y）に対して「追加される平面あるいは曲面」が動いていれば，このような移
動座標系が導かれる可能性がある．

14）　地球の北半球では，台風は常に反時計回りの渦を描く．これは地球が自転していることによるコリオ
リ力で説明できる．

15）　メリーゴーラウンドの外側にいる人にとっては静止座標系での観察，A にとっては移動座標系による
観察である．

A

A

O

図 9　静止座標系での観察
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にとって，物体が左方向に曲がって動くための「見かけの力」がコリオリ力である．

コリオリ力は，回転座標系において物体が静止している場合は生じず，回転座標系において物体

が運動している場合に生じる．本稿の考え方に照らしていうと，「純資産額が一定」すなわち「会

計利益がゼロ」の場合はコリオリ力が生じず，「純資産額が変動」して「正または負の会計利益が

計上されている」場合にコリオリ力が生じる．

図11は「会計の座標系」であり，図12は会計の座標系が回転し続けているものとしての「税務の

座標系」であると考えてみよう．図11には AB という直線が引かれている．図11の座標系全体を反

時計回りに回転させ続けるならば，企業の裁量行動（会計的裁量行動および実体的裁量行動）が図11

と変わるところがなくても，直線 AB はコリオリ力によって，図12の AC のように右側に曲がった

曲線になる．

さて，会計利益と課税所得の差異は，両者の計上時期が期間的にずれる「一時差異」と，両者の

差異が解消されない「永久差異」に分かれる．一時差異に限っていえば，「一致の原則」に類する

考え方により，「会計利益の合計と課税所得の合計」は長期的に一致する16）．「会計における図11の

直線 AB」と「税務における図12の曲線 AC」は，同じ点 A からスタートしていることより，質点

A

O

図10　移動座標系での観察

16）　一致の原則とは「会計利益の合計と営業キャッシュフローの合計」が長期的に一致することである．
「会計利益の合計と課税所得の合計」が長期的に一致する現象は，一致の原則そのものではないが，それ
に類する状況である．
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図12　コリオリ力が働く
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図11　コリオリ力が働かない
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の軌跡は異なっているものの，ゴール地点は「同一の純資産額を示す曲線」上になるはずである．

図11の直線 AB と図12の AC はいずれも，純資産額で表現すると 0 から 3 に移動しており，「純資

産額の増加」としての「会計利益あるいは課税所得」は 3 で等しくなっている．ただし，会計利益

と課税所得が生じるタイミングは異なっている．制度的には，課税所得の方が会計利益より早く計

上されやすいという傾向がある．そして，最初に「会計利益＜課税所得」になるとすれば，後には

「会計利益＞課税所得」になる．そこでは，会計利益と課税所得の大小関係が逆転するという，ア

クルーアルの反転に類する状況が生じている17）．図11と図12はその状況を説明している．図11と図

12はともに純資産額が 3 だけ増加しているが，早い時期においては，図12の方が純資産額の増加は

大きくなっている．

なお，図11と図12では，最初に「会計利益＜課税所得」，後に「会計利益＞課税所得」となって

いるが，このことは直線 AB の位置，座標系の回転速度の大きさなどに依存することに注意する必

要がある．それらの条件が変われば，大小関係が逆になることもありうる．

また，会計利益と課税所得の間には永久差異が存在するため，税務の座標系の特徴は，一致の原

則の考え方だけでは完全な説明はつかないことを付言しておく．受取配当金の益金不算入や交際費

の損金不算入などは，時間が経過しても解消されることはない．その点において，「会計の座標系」

と「税務の座標系」について「純資産額で示されたゴール地点」は，永久差異まで含めると実際は

同じにはならない．

5 ．ま　と　め

本稿では座標系に注目することにより，会計と税務の関係を探ってきた．座標系は何らかの状態

を測定する際に基礎となるものである．会計と税務はどちらも，企業状態を測定して数値化するシ

ステムであるが，会計利益と課税所得の数値は同一でない．それは，会計の座標系と税務の座標系

が異なっているからであると，本稿では理解した．本稿では，税務の座標系は会計の座標系が変化

したものであると考え，「座標系の間隔の変化」「座標系の傾きの変化」「座標系の回転」のいずれ

によってうまく説明できるかについて検討した．税務の座標系の特徴を「座標系の間隔の変化」で

説明するのは難しいが，「座標系の傾きの変化」「座標系の回転」では説明できる可能性があること

を指摘した．「税務の座標系は，会計の座標系が回転したものである」という見方については，そ

の設定自体は多少奇妙に感じるかもしれないが，会計と税務の関係をうまく説明しているようにも

17）　アクルーアルは「会計利益－営業キャッシュフロー」として算定される．アクルーアルの反転とは，
ある時期に「会計利益＞営業キャッシュフロー」になれば，別の時期に「会計利益＜営業キャッシュフ
ロー」になることである．
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思われる．

会計と税務では，制度的には平成10年以前はできるだけ両者を調整させる傾向があったが，平成

10年以降は両者を制度的に分離させる傾向がある．この点を本稿に即していうと，平成10年以前

は，税務の座標系が会計の座標系に近い状況であったが，平成10年以降は「税務の座標系の傾き

が，それまでより大きくなった」あるいは「税務の座標系の回転速度が，それまでより大きくなっ

た」という説明ができるかもしれない．

本稿では，会計利益と課税所得が異なる理由を探る 1 つの試みとして，座標系を用いるアプロー

チを採用した．ただそれは，会計と税務の関係を座標変換の観点から考察するということについ

て，その方向性と可能性を探った程度にすぎない．なかでも「税務の座標系は，会計の座標系が回

転したものである」という見方については，コリオリ力18）の会計学的解釈も含め，今後，検討を重

ねる必要がある．

なお，企業は「会計の座標系」と「税務の座標系」の両方に直面しており，自らの行動が「会計

の座標系」と「税務の座標系」にどのように反映されるかを読み込んで，行動を決定する．曲線座

標系の形状が異なると，質点に加える力が同じであっても，数値（会計利益あるいは課税所得）に

及ぼす影響は異なり，そのことは企業行動そのものに影響を及ぼす．「会計の座標系と税務の座標

系に直面する企業は，どのように行動するのか」「座標系の形状が変わると，企業行動はどのよう

に変化するのか」など，企業の実際の行動に及ぼす影響については，本稿では直接的には扱ってい

ないが，これらの考察も今後の課題としたい．
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18）　回転座標系においては見かけの力として，「コリオリ力」だけでなく「遠心力」も存在する．


